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成育基本法について

日本産婦人科医会副会長

日本医師会常任理事

今 村 定 臣
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平成29年9月13日（水） 日本産婦人科医会記者懇談会

成育基本法（仮称）検討の経緯①

小児保健法の提案

平成１６年３月 日本医師会乳幼児保健検討委員会答申(要約)

現行の医療保険制度、母子保健法、学校保健法、児童福祉法、
予防接種法等の子どもの健康・育成に関係する法律を参考にして、
少なくとも医療・保健・福祉を包含した子どものための総合的社会
支援制度が必要であると考えた。

平成１８年３月 日本医師会乳幼児保健検討委員会答申(要約)

小児科連絡協議会（日本小児科学会・日本小児科医会・日本小
児保健協会）にて小児保健法（仮称）のあるべき姿が検討され、そ
の結果を踏まえ、小児保健推進のための方向性として示した。
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成育基本法（仮称）検討の経緯②

子ども支援日本医師会宣言

平成１８年５月
「子ども支援日本医師会宣言」に
「小児保健法の制定」を明記。
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※現在は成育基本法と追記
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成育基本法（仮称）検討の経緯③

小児保健法(仮称)の提出

平成２０年３月 平成１９年度日本医師会小児保健法検討委
員会にてさらなる検討を重ね、答申として「小児保健法（仮
称）」を日本医師会に提出した。

小児保健法制定を目指した活動

 平成２０年１月に答申を受けた日本医師会は、同月より、当時
の政権与党に対するロビイングを開始。

 自由民主党国会議員（厚生労働部会メンバーが主体）、小児保
健法検討委員会委員、日本医師会役員をメンバーとして勉強
会を開催、検討。

 公明党国会議員（小児保健法（仮称）検討ワーキングチーム）、
小児保健法検討委員会委員、日本医師会役員をメンバーとし
た医療制度委員会においても同時並行で議論。
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成育基本法（仮称）検討の経緯④

 平成２０年９月
実際の法案作成に向け、具体的な実態を明らかにする

必要があり、都道府県・郡市区医師会を対象に地域に
おける小児医療費助成制度、乳幼児健診、予防接種等
の実態調査を実施、地域による格差の存在が改めて明
らかとなった。

小児医療費助成制度等の実態調査
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小児医療費助成制度等の実態調査による課題
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• 助成の対象年齢、所得制限等の都道府県
と市区町村における制度の違いの解消

小児医療費

助成制度

• 集団健診における実施年齢区分の是正

• 健診費用の無料化の促進乳幼児健診

• 予防接種法に基づく定期予防接種の無料
化の促進予防接種

成育基本法（仮称）検討の経緯⑤

 平成２４年８月、日本医師会周産期・乳幼児保健検討委員会にて、
会長より「母子保健法の課題とあるべき方向性－小児保健法の可
能性を含めて―」を諮問。

 平成２０年１月の小児保健法検討委員会答申に示す「小児保健法
（仮称）」の考え方を踏襲しながら、新たに「成育」の概念を導入し、
名称を「成育基本法（仮称）」とし検討。

平成２５年１０月、横倉会長に答申として提出。

日本医師会の新たな取り組み ①
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政権交代の影響

 平成２１年８月
衆議院議員選挙による政権交代の影響でロビー活動を断念した。
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 法制定に向けて日本医師会がロビー活動を展開

 平成２７年５月 成育基本法成立に向けた議員連盟設立

（会長：河村建夫衆議院議員、事務局長：羽生田俊参議院議員）

 平成２８年9月 日本産婦人科医会、日本小児科医会、日本医師

会の三者で成育基本法の早期成立に向けた意見広告を新聞に

掲載し国民へ周知

 平成２８年１１月 議連役員会が開催され、自見はなこ参議院議員

が事務局次長に就任

日本医師会としては、議連の先生方へのロビー活動とマスコミ等

を通じて国民へ周知を行い早期法案提出に向け働きかけていく

日本医師会の新たな取り組み ②

平成28年9月30日 毎日新聞
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「成育」の概念

（出典）独立行政法人国立成育医療研究センターホームページ
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成育基本法(案) （抜粋）

第1条 この法律は、我が国の次世代を担う成育過程
にある者を尊重し、その心身を健やかに育成してい
くための、国、地方公共団体及び医療関係者の責
務を明らかにし、成育過程にある者の保健、医療、
福祉（以下、「成育医療等」という。）を提供するため
の施策に関する計画の策定について定め、もって
国民の健康及び社会福祉の増進に資することを目
的とする。

（目 的）
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我が国は子どもを「人格を有する権利主体」と認め、かつ、
子育てを「次世代育成のための社会全体の問題」ととらえる意識が希薄

成育過程にある者への保健・医療・福祉に係る支援は縦割りで連続性がなく、有機的連携が取れていない

＜＜成育基本法（理念法）制定の提案＞＞
＜国の責務、地方公共団体の責務、医師等の責務を明確化＞
＜関連施策との有機的連携と配慮の基に総合的に推進されることを基本理念とする＞
⇒妊娠・出産・子育てが地域社会の中で安心して行われ、次世代を生み出す健康な成人に育つことを保障する
⇒現システムを有機的に連携させ、支援の薄い部分を補う施策の創設

胎児期 新生児期 乳幼児期 学童期 思春期 成人期

成育過程

妊婦

急速な少子高齢化
⇒こどもの健全な育成を保障する社会的施策の立ち遅れ
⇒産みにくく育てにくい家庭・職場・社会環境
（妊娠・出産や子育ての環境悪化がすすむ）
・人間関係の希薄化 / 孤独感⇈
・低出生体重児１０％⇈ （先進国では特異現象）
・群れて遊ぶ機会⇓
・相対的貧困率１５％⇈ 等々

地域格差
⇒保健・医療分野にも多大な影響

・地域保健法 ・予防接種法 ・母子保健法 ・学校保健安全法 ・健康増進法
・児童福祉法 ・児童虐待防止法 ・子ども・子育て支援法 ・次世代育成支援対策推進法
・子ども・若者育成支援推進法 等々

妊婦
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成育基本法(案) （抜粋）

第2条成育医療等を提供することを目的として国及び
地方公共団体が講ずる施策は、我が国における急
速な少子高齢化の進展や保健医療を取り巻く環境
の変化等に即応し、高度化及び多様化する保健、
衛生、生活環境等に関する需要に適確に対応する
ことができるように、関連施策との有機的な連携と
配慮の基に、総合的に推進されることを基本理念と
する。

（基本理念）
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成育基本法(案) （抜粋）

第3条 この法律において、「成育過程」とは、胎児
期、新生児期、乳幼児期、学童期、思春期を経て次
世代を育成する成人期までに至る人の成長周期を
いう。

２ この法律において、「成育医療」とは、成育過程
で生じる様々な健康問題等を包括的に捉え、それ
に適切に対応する医療をいう。

（定 義）
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成育基本法(案) （抜粋）

第9条 政府は、総合的かつ計画的に成育過程にある
者の健康の増進及び福祉の向上を図るため、成育医療
等に関する基本的な計画（以下「成育基本計画」とい
う。）を策定しなければならない。

 ２ 厚生労働大臣は、成育基本計画の案を作成し、閣議
の決定を求めなければならない。

 ３ 厚生労働大臣は、成育基本計画の案を作成しようと
するときは、関係行政機関の長と協議するとともに、第
11条に定める成育医療等協議会の意見を聴くものとす
る。

（成育基本計画）
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成育基本法(案) （抜粋）

第11条 厚生労働省に、成育基本計画に関し、第9条
第三項に規定する事項を処理するため、成育医療
等協議会（以下「協議会」という。）を置く。

（成育医療等協議会の設置）
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成育基本計画（仮称）に盛り込むべき事項

１）次世代を担う成育過程にある者に対する生命・健康教育の充実

２） 社会、職場における子育て・女性のキャリア形成のための支援体制の構築

３） 周産期母子健康診査と保健指導の充実

４） 周産期医療体制の充実

５） 養育者の育児への参画を支援する制度の充実

６） 国際標準を満たす予防接種などの疾病発症予防対策体制の構築

７）妊娠・出産・子育てへの継続的支援のための拠点整備及び連携
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今後検討を要する課題事項

１）出産育児一時金の充実

２）小児医療費助成制度の充実

３）小児健康手帳の導入

４）子どもの健康相談体制の充実

５）子どもの健康診査体制の充実

６）障害児（者）・発達障害児（者）とその家族への支援

７）慢性疾患を持つ子どもの成人への移行体制の整備

８）その他
（子どもの支援を評価する体制の整備、事故の予防に対する研究・施策、長期入院時
への配慮、入院環境の整備、保育所などの整備による育児支援、専業主婦への育児
支援、貧困家庭・片親家庭への支援等）
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